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株式会社神明
代表取締役社長　藤尾益雄

株式会社神明　東京都中央区日本橋小網町16-15　☎ 03-3666-5840（担当：農産事業本部生産開発室　山本拓実）Mail：yamamoto-takumi@akafuji.co.jp
イームズロボティクス株式会社　福島県福島市西中央 2-21　☎ 024-573-7880（担当：プロジェクトマネージャー　塙正典）Mail：info@eams-robo.co.jp

　水稲生産現場には大きな変
化が訪れています。震災から

の復興途上にある浜通りでは、この変化
を先取りし新たな生産方法を確立すること
で、先導的な役割を担うと考えています。
　米穀の卸売業に携わる弊社は、水稲生
産者の皆さまの良きパートナーとして水
稲生産振興に微力ながら貢献し、新たな
消費拡大を目指していきたいと強く思い
ます。

■　 生産者支援統合サービスを構築・
提供する 15 社からなる企業連合
体組成

■　 圃場等の情報を把握し将来の予測
を行うデジタル営農情報基盤のプ
ロトタイプ構築および運用

■　 G-GAP 取得支援に向けた大規模
水稲生産の標準業務定義

■　 生育状況の可視化による生育不良
部分に対するドローンを使用した
局所的肥料散布

■　 2020 年度から圃場で行う効果検
証の体制構築

　弊社は、本事業で開発した生産者支
援統合サービスを通じて、圃場の大規
模化に伴う収量減少や管理コスト増加
などを抑制することで収量増加やコス
ト削減の実現をご支援します。
　土壌成分や水稲品種の組み合わせで
効果が異なるため、1 ～ 2 年の試験運
用期間中に標準業務や情報基盤のモデ
ルパラメーターの微調整を行います。　
その結果、導入後 3年程度で従来農
法と比較して、浜通りの対象生産者の
収量約 5 ～ 10% 増加を見込みます。

研究（実用化）開発のポイント・先進性

　生産者のパートナーとなるべく、従前とは異なる視点で
生産者の生産性・収益性改善に資する統合支援サービスを
浜通り発で全国に展開していきます。このサービスは農作
業と連動して年間を通じて提供されます。
■　 AI やシミュレーション技術を駆使し、生産者が適切な
経営判断を下すための判断材料を提供する営農情報基
盤サービス

■　 コメの輸出拡大を見据えた、海外流通業者との取引前
提となるG-GAP 取得支援サービス

■　 圃場の生育情報と連動したドローンを活用した農薬や
肥料の散布サービス

■  センサーやドローン等デジタル機器等のリース及び複数
産地間でのシェアリングサービス

　農業者自身がドローンを操作することにより、更なる効
率化へつながるため、ドローンの各種操作をタブレットで
操作できるようにします。さらに生育不良箇所を特定し、
選別的に肥料を散布する機能具備を目指します。また本事
業で生産者向け統合支援サービスを構築できた場合、2024 
年には約 20,000ha の生産者圃場に全国展開し約 200 億円
の玄米購入等を目指します。

　生産者の高齢化に伴う大量離農時代に、気候変動による
生産性低下、圃場の大規模化による生産業務の変化、海外
輸出に向けたG-GAP※対応の必須化など、水稲生産者が対
応すべき課題が多く、生産者側だけで解決できるものでも
ありません。生産者と需要家をつなぐ当社だからこそ生産
者を支援する付加価値サービスを提供できます。

実施期間
▼

2018年度～2020年度

実用化開発場所
▼

南相馬市

2018年度開始

生産者の減少など水稲生産を取り巻く環境が大きく変化する中で、生産者に付加価値をもたらす生産者
支援統合サービスを提供します。具体的には、圃場等のデータを統合し生産者の意思決定を支援するデ
ジタル営農情報基盤、営農経験の少ない生産者でも早期技能習得が可能なノウハウ共有、G-GAP 認証
取得支援、ドローンを活用した農薬・肥料の局所散布をセットにしたサービスを構築・提供します。

儲かる農業の実現を目指します

デジタルアグリによる大規模水稲生産の効率化

株式会社神明、イームズロボティクス株式会社
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本サービスの概念図

※G-GAP：欧州を中心とした世界各国で実践されている農産物に関する安全管理全般の認証規格
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研究（実用化）開発のポイント・先進性

事業者の連絡先

南相馬市のバナメイエビ陸上養殖試験場

The Green 株式会社　東京都港区南青山 2丁目2 番 15 号 Win Aoyamaビル UCF9 階　☎ 03-4405-3652（担当：代表取締役　北出谷慎一郎）Mail：info@thegreen.jp

The Green 株式会社
代表取締役
北出谷慎一郎

　日本国内で養殖業が 1993
年をピークに減少する中、

世界では成長を続け、漁業を養殖が超え
る勢いです。国内自給率が 55％まで減
少した日本では今こそ完全陸上養殖を推
進していくことが必要と考えます。輸入
率 95％以上の海老をどこまで国産でき
るかチャレンジしていきます。

　日本における養殖は 1993 年をピー
クに規模は減少しており、世界的に見
ると養殖後進国と言える状況にありま
す。その中でまずは最先端の技術・手
法を導入することが最優先となりま
す。弊社では 1㎡あたり平均 100 匹
と言われる中で 350 匹まで飼育可能
な技術や永続的に殺菌を行う技術など
を導入した養殖設備を福島に設置し、
生産に向けた研究・開発の最終フェー
ズとなっています。

　本事業は飼育管理自動化システムと
エビの陸上養殖のセットにより、土地
さえあれば陸上養殖を安価で簡易に開
始できるビジネスモデルとなります。
弊社が自社で運営するだけではなく、
参加者に広く門戸を開くことにより、
福島県内での陸上養殖経営者及び雇用
の創出、現在使用されていない耕作放
棄地等の使用が期待できます。
　1養殖場＝ 0.5ha ＝雇用 4名

　南相馬市で最新技術を用いたバナメイエビ陸上養殖設備
を構築済。養殖場の初期投資を抑える技術として、①木材
を用いて水槽を構築。②防水は塗料のみ。ランニングコス
トを抑える技術として。③ビニールハウス内で電圧を極限
まで下げることが可能な特殊なヒーターで空気を加温し、
水温を一定温度で安定。
　これ以外にも次の機能を実装済。④成長速度を早くする
技術。⑤殺菌など安全安心に養殖する技術。⑥水の入れ替
え無しで養殖を可能にする技術。
　現在、開発中の水質自動検査システムは養殖場で問題が
発生するとスマートフォンにアラームが表示され、これま
での推移をグラフで確認することができます。

　最終的に福島県でフランチャイズのように未経験者でも参
入できる陸上養殖を行いたいです。利益を追求する上で次の
項目が重要となります。①コストが低い。②海老の生産量が
多い。③安定して生産可能。
　大部分について問題解決ができており、今回は最終ピース
にあたる水質検査の自動化を行います。

　東日本大震災以降、沿岸に生息する魚種から出荷制限は
徐々に解除されてきているが、2011 年以前の漁獲量と比
較すると大きく後退している現状があります。現時点でも
汚染水は完全に停止していない状況を鑑みると、まずは陸
上での養殖から福島県の水産のイメージを変えていきたい
と考えています。

実施期間
▼

2019年度～2020年度

実用化開発場所
▼

南相馬市

2019年度開始

福島県浜通りにおける沿岸漁業の操業自粛による漁獲量後退の現状を打開すべく、安
価で提供できる陸上養殖の飼育管理システムを開発することにより、空きの土地があ
れば誰でも陸上養殖に参入できる環境を構築し、福島発の安全・安心な生のエビを流
通させます。

バナメイエビの陸上養殖を完成させ、
ブランド海老を作ります！

水産物陸上養殖における飼育管理自動化の実用化開発

The Green株式会社
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